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論　　説

　抄　録　近年の外国出願の増加に伴い，企業の知財管理システムは正確かつ迅速にグローバルな知
財情報を取得，管理及び共有することを求められている。日本では特許庁が出願人にXML形式のデ
ータにて知財情報を提供しているため，知財情報を知財管理システムに電子的に取り込むことができ
る。当委員会では日本特許庁の知財情報提供方法をケーススタディとして，日本出願におけるXML
形式のデータの分析，更に外国特許庁が出願人に知財情報を提供している手段と形式の調査を行った。
また，グローバルドシエの一般公衆向けサービスの提供が開始されたことから，そのサービス内容に
ついて調査すると共に，本サービスの情報を有効に活用することで出願人が得られるメリットについ
て検討した。グローバルドシエではXMLデータ提供が優先開発項目として挙げられているため，今
後のXMLデータによる知財情報の提供を促進すべく，当委員会の調査結果を踏まえて，五大特許庁
に対してその具体的な施策や導入ステップの提言を行った。

情報システム委員会
第 １ 小 委 員 会＊
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1 ．	はじめに

1．1　研究の背景

近年の企業活動のグローバル化に伴い，日本
のみならず世界各国への出願が増加しており，
各国の複雑な法律に合わせた権利化及び権利維
持を正確に行うことがより一層求められている。
その実現のためには出願人や代理人が各国の

出願案件のステータス，庁指令内容，庁への応
答期限日等を正確かつタイムリーに把握するこ
とが非常に重要であり，即ち各社が保有してい
る知財管理システムは，各国発行の庁書類等か
ら必要な情報を正確かつ迅速に取得・管理し，
関係者に提供することが求められていると言え
る。
＊  2015年度　The First Subcommittee, Information 
System Committee

グローバルな知財情報の電子的流通の実現に向けた
グローバルドシエへの提言
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日本出願案件の場合，日本特許庁提供のイン
ターネット出願ソフトを介し，出願人は特許庁
への提出書類及び特許庁からの発送書類に記載
されている情報（以降，「知財情報」と記す）
をXML形式のデータ（以降，「XMLデータ」
と記す）で得ることができる。また，複数の知
財管理システムベンダーはXMLデータから電
子的に知財情報を企業の知財管理システムに取
り込む機能を提供しており，それらを利用する
ことでXMLデータから電子的に知財情報を社
内の知財管理システムに取り込むことが可能に
なっている。
一方，外国出願案件の場合，主要な国では電
子出願システムが構築されているものの，国ご
とに出願手続き方法や書類の様式，出願人への
知財情報の提供方法が異なっているため，知財
管理システムで管理するには，出願国ごとに電
子的にデータを取込む仕組みを構築するか，或
いは代理人から発送された書類から必要な情報
を手作業で入力しなければならず，出願人にと
って大きな負担となっている。
当委員会では，2013年度，2014年度に五大特
許庁，WIPO，及び新興国（ブラジル，ロシア，
インド）の庁発送書類の内，主に案件の生死に
関わる情報を含む書類に着目し，各国の書類の
種類と項目が共通しているか検証を行った。（こ
こで，出願案件の「生」とは審査中や権利存続
中を指し，「死」とは未審査みなし取下げや継
続料金不納による権利放棄等を指す。）その検
証結果から，各国庁書類の種類と項目を共通化，
コード化し，それらの知財情報を日本特許庁の
電子出願で用いられているXMLデータにて流
通させることができれば，知財情報の電子的流
通の活性化への効果が期待できるということを
提唱した１），２）。

1．2　2015年度の活動内容

2015年度当委員会では，XMLデータにて知

財情報を電子的に知財管理システムに取り込む
ことのメリットを改めて確認した上で，日本出
願案件において提供されているXMLデータの
分析を行い，その結果から更なる改善の要望を
日本特許庁へ提言した。また，将来的に外国出
願案件においても知財管理システムに知財情報
をスムーズに取り込めるよう，各国庁における
XMLデータ提供状況の調査を行った。
また，昨今，五大特許庁では，審査情報共有

のため，各国のドシエ（包袋）情報等を仮想的
に統合し，一般公衆向けにも一元的なサービス
を提供できる共通システムの構築に取り組んで
いる。これをグローバルドシエと呼び，五大特
許庁の各国において一般公衆向けサービスが順
次開始されている。そこで，当委員会では，出
願人が有用な情報を得るためのツールとしてグ
ローバルドシエを活用できるよう，その具体的
なユースケース，利用可能性の検討を行った。
更に，グローバルドシエの優先開発五項目の

一つとして，審査情報のXMLデータによる出
願人への提供が挙げられていることから，前述
のXMLデータの各国提供状況の調査結果を踏
まえ，グローバルドシエタスクフォース会合にて
五大特許庁に提言したのでその内容を紹介する。

2 ．	XMLデータによる知財情報の提供

2．1　XMLデータに着目した理由

日本出願案件において知財管理システムに知
財情報を取り込むために用いているXMLデー
タは中身が構造化されていることから，コンピ
ューターが情報を項目として読み取ることに適
しており，特に異なる情報システム間や，イン
ターネットを介してのデータ交換に適している
ため，現に日本出願案件における書類のやりと
りに採用されている。
2016年２月に開催された第３回グローバルド

シエタスクフォース会合にて，庁書類を知財管
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理システムへ取り込む作業に必要なコストが試
算されている３）。これによると，2015年に手続
きがなされた全ての日本出願案件の知財情報を
手作業にて特許管理システムに取り込むとする
と，その作業にかかるコストは約2,700万ドル／
年に及ぶと報告されている。これらの作業は入
力および確認などに１件あたり15分以上かかる
ことを想定しているが，XMLデータを利用す
ることによりその作業は少なくとも半減するこ
とが見込まれ，効果金額は約1,350万ドル／年
以上になると考えられる。このシミュレーショ
ンを米国出願に置き換えた場合，手作業によっ
て約7,900万ドル／年のコストがかかると試算
されており，電子的に取り込むことでそれを半
減させることができるとすると，効果金額は約
3,950万ドル／年にも及び，知財情報の電子的
流通及び取り込みの普及は，国内外を問わず出
願人にとって大きなメリットになると言える。

2．2　日本におけるXMLデータ提供状況

まず日本出願案件の庁書類のやりとりに実際
に採用されているXMLデータについて，構造
と中身の調査，及び分析を行ったのでその結果
を述べる。

日本出願案件におけるXMLデータは，例え
ば拒絶理由通知書など庁発送書類が発生した場
合に，インターネット出願ソフトを介して出願
人へ送付される。案件一件につき送付される電
子データは主文書ファイルと管理文書ファイル
の二種類に分かれており，これらを取得した出
願人は同じくインターネット出願ソフトを利用
することで主文書ファイルから各書類の表示，
閲覧をすることができる。更に知財管理システ
ムベンダー提供の取り込み機能を利用すれば，
知財管理システムに電子的に知財情報を取り込
むことができるのは前述の通りである。
実際にインターネット出願ソフトを介し，日

本特許庁から発送された電子データの構造を調
査したところ，それらは拡張子が“XML”の
ファイルと“JWX”のファイルの２種類で構
成されていることがわかった。
拡張子“XML”のファイルは，インターネ

ット出願ソフトにて庁発送書類一覧を表示する
ためのデータとなっており，拡張子“JWX”
のファイルは，書類の中身を構成する複数のフ
ァイルが格納された圧縮ファイルである。この
拡張子“JWX”のファイルを解凍ソフトにて
解凍すると，図１のように複数のXMLデータ

図１　日本特許庁から発送された電子データの構造
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が格納されていることがわかる。
その内，末尾が“jpmngt.xml”となってい

るファイルには案件に関する管理情報のXML
データ（図２）が記載されており，中身はシス
テムに取り込みやすいようコード化，タグ化，
階層化されたデータとなっている。
このXMLデータからタグを抜き出し，イン

ターネット出願ソフトにて表示させた主文書と
照らし合わせることで，各タグの実際の書類に
おける項目名称を明らかにした。図３は実際に
発送された拒絶理由通知書のXMLデータ内に
含まれていたタグをもとに作成した項目名称の
対照表である。
これによると，日本出願案件のXMLデータ

図２　管理情報のXMLデータ

図３　タグと項目名称の対照表
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には「発送日」や「応答期間」等，案件の生死
に関する管理情報も記載されており，これらの
XMLデータが出願人に提供されていることで
知財情報の正確な管理に繋がっているというこ
とがわかる。
但し，厳密に言えば特許庁から送付される
XMLデータに含まれる情報だけでは，管理と
して不十分であることは注意が必要である。例
えば，XMLデータの中には起算日や応答期間
を示すタグは含んでいるものの，これは応答期
限日そのものを示すものではないため，出願人
は起算日情報（発送日）と応答期間情報をそれ
ぞれXMLデータから抽出し，応答期限日を算
出する必要がある。応答期限日そのものが
XMLデータ内に明記され，情報として抽出す
ることができれば，出願人はよりミス無く容易
に案件を管理することができる。

2．3　出願人におけるXMLデータ活用案

日本特許庁から提供されるXMLデータは，図
２のとおりタグが英語標記となっていることか
ら，コンピューターで読みとることができると同
時に人が読みとることもできる。この特色を活
かして，高価な知財管理システム及び取り込み
機能を企業に導入せずとも，市販の表計算ソフ
トを使って知財情報を取得する方法を紹介する。
まず特許庁から送付された圧縮ファイルであ

る“JWX”形式のファイルを解凍する。中に
格納されていたファイルの内，末尾が“jpmngt.
xml”となっているXMLデータを表計算ソフト
から開くことで，そのデータを表計算ソフト上
で取り扱うことが可能となる。表計算ソフトで
開いたXMLデータから必要な項目（あらかじ
め項目名称の対照表を作成しておくとスムー
ズ）をコピーし，社内の管理システムに入力（ペ
ースト）すると，例えばタイプ入力による手作
業での管理に比べ，誤入力の防止につながり，
正確な情報を管理システムに取り込むことがで
きるようになる。また，表計算ソフトを知財管
理システムのデータベースに接続することで必
要な項目をデータベースへ取り込む仕組みを作
ることも可能である。
＜参考：表計算ソフトでの
 XMLデータ取り込み手順の一例＞
① 特許庁から提供されるJWXファイルを解
凍する。
② 表計算ソフトを立ち上げファイルタブを選
択し「ファイルを開く」を選択する。
③ 管理情報が記載されている末尾“jpmng.
xml”ファイルを選択する。
④�「XMLテーブルとして開く」を選択する。
⑤�ワークシートにXMLデータから取り込ん
だ情報が表示される。（図４）
⑥�任意の項目をコピー&ペーストで知財管理

図４　ワークシートでXMLデータを表示
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システムに入力する。

2．4　日本特許庁への要望の提出

ここまでの調査結果から，日本出願案件にお
けるXMLデータには，良い点もある一方で出願
人の立場で考えると改善を要望すべき点もある
ことが明らかになった。そこで，それらをまと
め，当委員会より日本特許庁へ要望を提出した。
要望の具体的な内容としては，まず，「発送日」

「応答期間」の情報に加え，これらの項目から
計算される「応答期限日」情報の追加である。
前述の通り，特許庁が保有する情報から算出可
能な情報については項目としてXMLデータ内
に追加されることが望ましい。
また，提供されるXMLデータは，複雑な階
層構造となっており出願人にとって扱い辛い状
態であることから，有用な情報をより多くの出
願人が利用できる状態になることが望ましいと
考える。
現在，XMLデータは，庁発送書類が発生し
た場合にインターネット出願ソフトを介して出
願人へ送付されることから，１案件ずつしか処
理できないため，複数の案件を処理したい場合
には案件の数だけ同じ作業を繰り返さなければ
ならない。したがって，作業の効率化のために，
複数の案件を一度に処理できる仕組みづくりが
必要である。
更に，調査をしていく中で，XMLデータで
採用されている文字コードが“Shift - JIS”とい
う日本固有のものになっているため，限定され
た日本語しか使えない状態であることがわかっ
た。（例えば，発明者氏名欄で▲▼マークを目
にすることがある。これは，文字コードに
“Shift - JIS”を採用しているため，限定された
日本語表記しか使えず，それを補うために表現
したものである。）他の文字コード（例えば
UTF-8等）を採用することで使用できる文字
の幅が広がり，出願人にとってもメリットがあ

ると考えられる。
これらのことから，当委員会では次のとおり
日本特許庁へ要望を提出した。

① 庁書類に記載がなくても，（応答期限日等の）
既存の項目から算出できる項目はXMLデ
ータに情報を追加
② データファイルの階層構造の見直し
③ 複数の案件を一度に処理できる仕組みづく
り
④ 利用できる文字規格の見直し

2．5　外国案件における知財情報管理の実状

一方，外国出願案件においては冒頭で述べた
通り，国ごとに書類様式や電子化方法，書類提
供方法が異なっているため，現状，知財管理シ
ステムへの知財情報の取り込みには手作業によ
る入力が必要不可欠な状況にある。また，その
作業には書類を読み取る専門知識や言語力が必
要とされ，書類内容の誤認識や知財管理システ
ムへの入力ミス，入力漏れ等の事例も多く発生
している。

2．6　各国のXMLデータ提供の状況調査

当委員会では各出願人，代理人が抱えている
負荷を軽減する策を検討すべく，まずは外国出
願案件において特許庁から出願人に提供されて
いる書類の形式について独自に調査を行った。
まず，中国出願案件において，庁発送書類の

XMLデータを入手し，分析を行った。中国出
願案件のXMLデータは，専用ソフトを介して
ZIPファイル形式で代理人に提供されている。
この圧縮ファイルを展開すると，TIFF形式
のイメージファイルと共に管理情報を保持する
XMLデータも格納されていたが，これには簡
易的な書誌事項のみが記載されていることがわ
かった。中国特許庁から実際に発送された拒絶
理由通知のXMLデータを調査したものが図５
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である。XMLデータ内部に含まれる項目の情
報量は少なく，タグ名称も中国語読みの表記に
なっている。
また，米国出願案件についても庁発送書類の
確認を行った。米国出願案件における出願人へ
の庁書類提供方法は，庁が書類を発行する対象
案件の一覧が代理人にメールで配信され，代理
人はPrivatePAIRにアクセスし，各書類をダウ
ンロードする仕組みになっている。これらの書
類はPDF形式でのみ提供され，庁発送書類にお
いて１対１で対応するXMLデータは提供され
ていないことがわかった。

2．7　各国特許庁へのアンケート

更に詳しく調査すべく，当委員会は日本特許
庁の協力を得て米・欧・中・韓の各特許庁に対
し，出願人に提供している知財情報の形式及び
XMLデータの提供状況のアンケートを実施し

た。図６，図７がそのアンケート結果である４）。
この結果から，出願人への知財情報の提供に

ついて，少なくとも庁発送書類においてはいず
れの国も日本特許庁のようなXMLデータでの
提供はしていないということが判明した。但し，
欧・韓では一部の書類の情報をXMLデータで
保持していることがわかり，また中国において
は前述の通り簡易的なXMLデータが提供され
ている。
このように，現時点では，外国出願案件にお

いてはXMLデータを活用して知財情報を電子的
に知財管理システムに取り込むことはできない。

3 ．	グローバルドシエの調査と提言

本章では，グローバルドシエに関する調査結
果と，当委員会からの提言について述べると共
に，前章のとおり，外国出願においては知財情
報を電子的に知財管理システムへ取り込むこと

図５　中国特許庁から提供されているXMLデータ
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ができないため，グローバルドシエを利用して
最大限有用な情報を得るための活用方法を幾つ
か紹介する。

3．1　グローバルドシエとは

近年，日・米・欧・中・韓及びPCTの主要特
許庁間で，不要な重複業務の根絶に向けた活動
が行われている。この活動は，各国分類を参考
にIPC分類の不足部分を拡張（WG1），各国の
審査情報を共有（WG2），ワークシェアリングに
向けた調査・審査業務の行為標準化（WG3）の
三つのワーキング活動に分かれており，更に特
許制度調和の取り組みも行われている。各国の
ユーザ団体でもこれらの活動について特許庁と

連携し，積極的かつ具体的な提言を行っている。
グローバルドシエとは上記WG2の取り組み

の一つであり，審査情報共有のため，各国のド
シエ（包袋）情報等を仮想的に統合し，一般公
衆向けにも一元的なサービスを提供できる共通
システムを構築する将来ビジョンのことをいう。
まず，ワンポータルドシエと言う名称で各国
の審査官向けの審査情報共有システムが構築さ
れた。これにより，各国特許庁において他庁の
審査情報を有効活用することで，審査業務の負
担軽減を図ることが可能となった。
一方，2014年より順次，審査官向けであった
本システムの一般公衆化が図られ，各国にて「グ
ローバルドシエ」の名称で，関連案件の審査情

図６　各国特許庁内で保持しているファイルフォーマット

図７　各国特許庁から出願人へ提供する際のファイルフォーマット
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報，包袋情報が機械翻訳付きで参照可能となっ
ている。（2016年５月時点では日本特許庁を除
く米・欧・中・韓において一般公衆向けサービ
スが開始されている。）出願人はグローバル出
願における自社・他社の案件情報を容易に取得
し把握する事により，知財管理システムの運用
負担軽減および出願の効率化を図ることができ
ると期待されている。
グローバルドシエについては，年１回程度の
頻度で五大特許庁及び各国のユーザ団体が参加
するグローバルドシエタスクフォース会合が開
催されており，JIPAの一員として当委員会メ
ンバーも参加している。グローバルドシエに関
する詳細な情報は公式サイト５）より取得可能で
あり，直近の2016年２月に米国特許庁で開催さ
れた第３回グローバルドシエタスクフォース会
合も含め，各会議の資料はここに掲載されてい
るので，参考にして欲しい。

3．2　�各国特許庁グローバルドシエサイト
の比較と特徴

当委員会では一般公衆向けグローバルドシエ
にて出願人が得られる情報を調べ，具体的なユ

ースケースを検討し，有効な活用方法を提案す
べく，既に公開されている米・欧・中・韓のグ
ローバルドシエサイトを実際に使用してみるこ
とでその実態を確認した。
グローバルドシエサイトそのものについて

は，インターフェイスをはじめとして，作成は
各国特許庁に任されており，その表現や操作は
国によって異なる。各国庁のサイトに実際にア
クセスし，同一のサンプル案件を検索してみる
ことで，サイトごとの掲載情報の違いや特徴の
確認を行った。主に提供時間，言語等の基本情
報に加え，ファミリー情報と引例情報の表示数
や表現，情報の取得形式等に着目し，比較を行
った。
まず，提供時間については，いずれのサイト

もほぼ常時アクセス可能であることがわかっ
た。但し，サイト内のファイル取得等個別のサ
ービスについては公式な提供時間に関わらず，
時間帯によっては使用できない場合があった。
また言語について，米・欧のサイトにおいて

は基本的に英語での操作になる。中国のサイト
は日本からアクセスすると自動的に日本語のサ
ービス画面にリンクされ，日本語と英語が混在

図８　韓国のファミリー参照画面

※本文の複製、転載、改変、再配布を禁止します。



知　財　管　理　Vol. 66　No. 11　20161464

した画面が表示される。また韓国のサイトにお
いては韓国語のみの表示であるため，韓国語に
精通していない場合はスムーズに使用すること
は困難であると考えられる。

（1）ファミリー参照画面の比較
次にサイトごとのファミリー情報の参照画面

について比較をしたところ，米・欧・中・韓い
ずれのサイトにおいても画面にて一覧表示をす
ることが可能であった。また，グローバルドシ
エ提供国である五大特許庁の審査進捗状況を参
照できることと，五大特許庁以外を含めたファ
ミリーの展開国表示数については，いずれのサ
イトにおいても差がないことが確認できた。
ファミリー参照画面において特徴的なのは，

米・欧・中のサイトが五大特許庁のファミリー
情報が縦に表示されており，縦にスクロールし
て参照する仕様になっているところ，韓国の場
合は五大特許庁の情報が横に並んで表示されて
いることから，各国の審査情報を文字通り横並
びで比較することができる（図８）。
また，米国のサイトにおいてはファミリー情

報一覧（五大特許庁以外を含む全展開国）を
CSV形式でダウンロードすることができ，その
後のデータの活用に適していると言える（図９）。

（2）引例情報参照画面の比較
次に引例情報の参照について，表示や提供の

仕方も各国庁サイトに目立った差はなく，いず
れも特許文献の公報をPDF形式での参照とダウ
ンロードが可能である。（非特許文献について
は文献名の参照は可能となっている。）
尚，欧州のサイトでは引例情報一覧をCSV形

式でダウンロードすることが可能となっている。
各国庁のグローバルドシエサイトの画面を比

較した結果，基本情報に多少の差はあるものの，
ファミリー情報や引例情報の参照，データ取得
というユーザが最も利用するであろう情報の表
示数，ダウンロード形式について大きな差はな
く，いずれのサイトからでもほぼ同様の情報が
得られることがわかった。
本稿を執筆している2016年５月現在，日本の

グローバルドシエサイトが未公開の状態６）にお
いては，言語や操作性の面で欧州サイトが比較
的利用しやすい印象ではあるが，各国特許庁サ
イトの特徴を活かし，得たい情報に合わせて使
い分けてみるのも一つの方法ではないだろうか。

3．3　�現在の機能の有効な活用方法や期待
する効果

具体的にどのようなシーンでグローバルドシ

図９　米国のファミリー情報一覧ダウンロード画面
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エサイトを使用すると有用な情報が得られるの
か，具体的なユースケースを幾つか紹介する。

（1）自社案件のデータ整合性確認
検索システムを導入していない企業におい
て，自社案件のステータス情報，番号などの確
認，特に外国出願案件の書面を無料で取得する
ことができ，且つ容易にデータの整合性の確認
をとることができる。

（2）他社の特許情報の確認
他社特許調査の際や，ライセンス案件の情報
の取得が必要になった際に，不足した情報を補
う手段として活用することができる。
特にライセンス相手が海外の企業の場合は，
必要な情報の授受がスムーズに行えない場合が
あり，ライセンスを受けた企業にとって権利維
持が正しく行われないといったリスクを回避す
るために，最新の情報をタイムリーに取得する
ことは長年の課題である。このとき，グローバ
ルドシエの包袋を参照することにより，例えば
審査請求日や出願ルート，ファミリー情報，放
棄されているか否か，年金の支払い状況等の正
確な情報を得ることができる。また，日・中・
韓出願案件においては，オリジナル書面だけで
なく機械翻訳された英訳文もダウンロードする
ことができる。

（3）引例情報の利用
企業によってはコスト削減のため，例えば代

理人から納品される書面の内，特許文献を自社
において取得している場合がある。従来であれ
ば有料の検索システムを利用したり，各国庁サ
イトへアクセスして取得したりする必要がある
が，グローバルドシエを活用することにより，
一回のアクセスで情報を参照し，無料で取得す
ることができる。
上記三点の具体的な活用シーンを挙げたが，

この他にも，包袋取り寄せのためのコスト削減
や，知財管理システムにおける膨大な包袋情報
登録の負荷軽減（知財管理システムには社内文
書等，必要最低限の情報のみ保有し，庁にある
包袋情報は各国庁サイトを参照する運用）等，
グローバルドシエを活用し，企業の知財管理業
務における負荷軽減に繋がるよう検討してみて
はいかがだろうか。
今後，一般公衆向けグローバルドシエサイト
への掲載情報量の増加，翻訳機能等の向上を期
待すると共に，グローバルドシエの当初の目的
である各国庁間の審査情報，引例情報の相互利
用による早期権利化，また五大特許庁のみなら
ず多くの特許庁の参加にも大いに期待したい。
＜参考：一般公衆向けグローバルドシエ
 サイトの主な機能まとめ＞
① 出願，審査関連情報参照，包袋情報の取得
② 特許文献の閲覧，PDF形式でのダウンロー
ド機能
③ 機械翻訳機能による，非英語圏審査書類の
原文及び英訳文での閲覧（庁発送書類，庁
提出書類いずれも）
④ 引用文献情報や特許分類情報の取得

3．4　グローバルドシエの優先開発五項目

前述の通りグローバルドシエサイトとして一
般公衆向けサービスは既に順次開始している一
方で，グローバルドシエ構想そのものの実現に
向けた課題は数多くあり，全システムの完成ま
では相当の年月が必要と考えられる。完成まで
の道筋として，以下の五項目が優先して解決す
べき課題となっており，また括弧に示す通り，
各課題の担当庁が割り振られている７）。
① アラート機能（EPO）
② 出願書類や手続書類等のXMLデータ化
（JPO）
③ 出願人名称の統一（KIPO）
④ リーガルステータス（SIPO）
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⑤ 特許庁間での書類交換に関する実証実験
（USPTO）
この中で，日本特許庁の担当する②の出願書
類や手続書類等のXMLデータ化は，（「2.6各国
のXMLデータ提供の状況調査」でも課題に挙
げていた通り）五大特許庁の庁発送書類及び庁
提出書類をXMLデータで提供するものであり，
書式の共通化，電子化による知財管理システム
への知財情報の取り込みの効率化が図れる取り
組みである。
それぞれ大きな効果が期待できるが，当委員
会としては出願人への効果が特に大きい②につ
いて特許庁と緊密に連携して実現に向けた取り
組みを行う。
他の優先開発項目も，出願人に大きな効果を
もたらすものであり，いずれも早期実現に向け
て相互に協力して取り組みを継続する。

3．5　�グローバルドシエタスクフォース会
合での提言

前述の通り，日本特許庁は優先開発五項目の
内「②出願書類や手続書類等のXMLデータ化」
の担当であるが，既に日本出願案件においては
XMLデータによる知財情報の提供を行ってい
る。当委員会は，これまでに開催されたグロー
バルドシエタスクフォース会合に参加してお
り，今回の調査と分析結果を踏まえ，各国の庁
発送書類，提出書類等のXMLデータ化を前進
させるべく具体的な実現手段を検討し，2016年
２月開催の会合にて以下の提言を行った。

（1）XMLデータタグの正規化
XMLデータの利点として，機械も人間も判読

可能な書式を用いている「汎用性」がある。情
報区分を示すXMLデータタグの標準化を行うこ
とにより，人的な内容把握およびシステム的な
情報取込の両方の効率化を図ることが出来る。
１）タグ名の英語名称統一

XMLデータのタグは記載内容を直截的に示
し且つ省略形ではない英語名にすべきである。
これにより知財担当者の書類読み取りミスの防
止とシステム設計や検証の効率化を図ることが
出来る。
２）複数項目の階層化（発明者など）
引例など複数の情報が含まれる可能性がある

項目については，階層化する必要がある。これ
によりシステムで正しく情報を取り込み，適切
な検索・抽出などの処理が可能となる。
３）日付フォーマットの統一（ISO8601）
直接的にXMLデータタグではなく内容の記
載方法になるが，日付については各国で書式が
異なるので，ISO8601に合わせた記載に統一し，
間違いを防止することが望ましい。

（2）対象書類の優先順位
一方，情報追加が容易な「拡張容易性」も
XMLデータの利点として挙げられる。必要に
応じ，順次情報追加が可能なため，優先順位を
決めて随時拡張していくことが望ましいと考え
る。以下に具体的な優先順位の案を述べた上で
説明する。
１）拒絶理由通知などの生死情報
まず一番優先度の高い項目は案件の生死に関
わる情報であり，拒絶理由通知，年金期限通知
なども含め優先してXMLデータが提供する情
報に含めるべきと考える。
２）書誌情報（標準化）
次に二番目は書誌情報である。これは法制度
に依らず共通している部分が多く，他国出願へ
の転記精度向上などの効果も大きいと考える。
３）引例情報
そして三番目は引例情報である。特に米国出
願におけるIDS対応に必要とされる情報であ
り，情報の再利用性を高めることで効率化が図
れる。
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（3）実現ステップ
最後に，システム実現のステップについて，
ここまでの調査からも考えられるように，最終
的にはグローバルドシエにてXMLデータでの
情報提供を行うべきであると考えるが，その規
模は大きいものとなるため，途中で段階を経る
など，早期にユーザが利用できるような提供方
法のステップ分けが必要だと考える。
１）出願ソフト経由
現在，各国庁で何らかの出願ソフトが存在す
るため，まずはそのシステムで手続きを行った
際にその手続きに関する情報をXMLデータで
提供すべきである。従来このような電子システ
ムはセキュリティを考慮したものとなっている
と考えられており，それらを利用することによ
り，個別にセキュリティ検討を行う必要がなく
なり，早期実現が可能であると考えられる。
２）一般公開情報への組み込み
次に，公開情報のXMLデータ提供が考えら
れる。XMLは広く普及している形式であり，
現在提供している情報をXMLデータに変換な
いし，XMLデータ形式の情報を付加すること
は難しくないと思われる。但しこれは出願人で
はなく，第三者としての利用となるため，優先
度は下がると考えられる。
３）グローバルドシエによる提供
そして最終的には前述の通り，グローバルド
シエとして共通システムで，全ての権利関連情
報をリアルタイムに一括して情報提供を行うこ
とが必要であると考える。
当委員会としては今後も特許庁と共同で，こ
れらの実現に向けた具体的な提言を継続して行
っていく予定である。

4 ．	おわりに

XMLデータ交換について提言した具体策が
実現された暁には，企業のグローバル出願が増
加する今日の権利化活動，権利活用の場面にお

いて，大いに貢献できると考えているが，その
実現までの道程は決して短くない。だが，グロ
ーバルドシエサイトの一般公衆向け公開のよう
に，導入ステップで出願人に提供されるサービ
スを上手に活用することで業務の効率化を図る
ことも可能である。
当委員会では，今後も，各国庁から提供され
るシステムや情報について有効な利用方法を調
査し，日本特許庁及びグローバルドシエプロジ
ェクトに対する積極的な提言を行うことで，将
来的によりよい知財情報管理体制に繋がるよう
活動したい。
なお本稿は，2015年度情報システム委員会第

１小委員会のメンバーである鈴井智史（三菱電
機，小委員長），松本智美（日立製作所，小委
員長補佐），伊藤智恵（大塚製薬），小幡宗臣（パ
ナソニック），金澤義博（セイコーエプソン），
川崎理恵（大日本印刷），菊池康史（東芝IPRソ
リューション），森田修司（富士通），横山友里
（キヤノン）が執筆した。

注　記

 1） 知財管理Vol.64 No.8 pp.1216 -1228（2014）
  「グローバルな知財情報の効率的かつ正確・迅速

なデータ処理方法の研究」
 2） 知財管理Vol.65 No.11 pp.1532 -1544（2015）
  「グローバルな知財情報の電子的流通の実現に向

けて」
 3） The 3rd Global Dossier Task Force Meeting 

XML based documents （presented by JIPA）
  http://www.fiveipoffices.org/industry -consul 

tation/GDTF2016/JIPApresentation.pdf
 4） The Third GDTF Meeting XML Document 

Provision （presented by the JPO）
  http://www.fiveipoffices.org/industry -consul 

tation/GDTF2016/JPOxml.pdf
 5） five IP offices homepage
  http://www.fiveipoffices.org/
 6） 日本のグローバルドシエは，ワンポータルドシエ

という名称でJ -PlatPatの追加機能として2016/ 
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7/25にリリースされる。
 7） 特許行政年次報告書2015年版　第２部　第５章　

情報システムの拡充に向けた取組
  https://www.jpo.go.jp/shiryou/toushin/nenji/

nenpou2015/honpen/2 -5.pdf

 HP参照日は全て2016年６月28日。

（原稿受領日　2016年６月29日）
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